
 

入札公告 

令和７年２月 27 日 

次のとおり、一般競争入札を実施します。 

沖縄県立中部病院 

院長 玉城 和光  

１ 競争入札に付する事項 

(1）業務名：沖縄県立中部病院 洗濯業務委託契約 

(2) 場 所：うるま市字宮里 281 番地 

(3）予定価格：公表しない 

(4）入札方式：一般競争入札 

(5) 入札方法 

ア 入札は、紙面により行う。 

イ 入札金額は、総価を記載すること。 

ウ 入札者は契約希望金額の 110 分の 100 に相当する金額（税抜き額）を 

入札書に記載すること。 

 

２ 競争入札参加資格 

次に掲げる入札参加資格を全て満たしていること。 

(1) 地方自治法施工令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４条第１項の規定

に該当しない者であること。 

(2) 県立病院入札参加資格登録業者名簿に病衣、白衣及び寝具等の貸借及び洗

濯等業務で登録されており、200 床以上を有する病院で同様の業務を３年

以上受託した実績があること。 

(3) 必要な場合には直ちに現場へ職員を派遣する等、迅速な対応ができること。 

（4）沖縄県内に本社又は組織体制を持つ支店があり、受託後、本業務を的確

に履行するに足りる能力を有し、且つ体制が整備されていること。 

（5）参加申込みを行う日前の直近３年間の法人に係る「国税」、「県税」等を 

  滞納していない者であること。 

（6）会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条の規定に基づく更正手続

き開始の申立てまたは民事再生法（平成 11 年法律 225 号）第 21 条第１項

の規定に基づく再生手続き開始の申立てがなされていない者であること。 

（7）次のアからオまでに該当しない者であること。 

   ア 役員等（個人である場合にはその者を、法人である場合にはその役員

又はその支店若しくは契約を締結する事務所の代表者をいう。以下同

じ。）が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平



成 3 年法律第 77 号）第 2 条第 6 号に規定する暴力団員をいう。以下同

じ。）である者 

イ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第 2 条第 2

号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に実質的

に関与している者 

ウ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三

者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員の利用等をしてい

る者 

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を

供与するなど、直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関

与している者 

オ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有し

ている者 

 （8）社会保険（労働保険、健康保険及び厚生年金保険）に加入する義務のあ

る者については、これらに加入していること。 

 （9）雇用する労働者に対し、沖縄県の最低賃金額以上の賃金を支払っている

こと。 

  

３ 入札参加資格の申請方法等 

本件に係る入札に参加を希望する者は、次に掲げる書類を持参又は郵送によ

り提出すること。なお、ファクシミリ及び電子メールによる提出は受け付けな

い。 

また、提出された書類に不備等がある場合は受付期限内にのみ補正すること

を認める。提出された書類は返却しない。 

(1) 提出書類 

別紙１「入札参加にあたり提出する書類等説明書」を参照 

(2) 提出先及び問い合わせ先 

沖縄県立中部病院 設備・調達課 友利 

〒904-2293 うるま市字宮里 281 番地 

電話番号：098-973-4111（内線 2335） E-mail: tomoriyt@pref.okinawa.lg.jp 

 

(3) 受付期限 

この公告の日から令和７年３月 10 日（月）まで（土日祝日を除く。）とし、

それぞれの日の午前９時から午後５時までとする。 

 

４ 入札及び開札の日時等 



(1) 日時 令和７年３月 13 日（木）10 時 00 分～11 時 00 分 

(2) 場所 沖縄県立中部病院第３会議室（うるま市字宮里 281 番地） 

(3) 落札者なしの場合は引き続き入札を行う。 

 

５ 入札方法等 

(1) 入札書は、当方が定める様式（別紙２）を使用すること。 

(2) 入札書は、書面により直接持参して提出すること。 

(3) 入札の方法 

ア 入札参加者は、入札執行に先立ち、入札保証金の納付に係る確認を受け      

 ること。 

イ 入札参加者は、入札執行に先立ち、一般競争入札参加資格確認通知書の 

 写しを持参すること。 

ウ 代理人がする場合は、本人（代表者）の委任状を持参すること。 

エ  落札決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の 100 分の

10 に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるとき

は、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札

者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、見積もった契約希望金額 110 分の 100 に相当する金額（税抜

き額）を入札書に記載すること。 

(4) 入札金額算出方法 

ア 別紙２別表に単価を設定し合計値を算出すること。 

 

６ 入札保証金 

入札金額の100分の５以上の金額を納付すること。ただし、次のいずれかに 

該当する場合は、入札保証金の納付を全部又は一部免除する。 

ア  保険会社との間に沖縄県立中部病院長を被保険者とする入札保証保険

契約を締結し、その証書を提出する場合  

イ  本県若しくは、本県以外の地方公共団体又は国（公社、公団を含む）

と種類及び規模をほぼ同じくする契約を数回以上にわたって締結し、か

つ、過去２年の間にこれらのうち２つ以上の契約をすべて誠実に履行し、

その実績を第２号様式（営業実績証明書）にて提出し、認められた場合 

 

７ 入札の無効 

次のいずれかに該当する入札は、無効とする。 

(1) 入札参加資格のない者が行った入札 

(2) 同一人が同一事項に行った２通以上の入札 



(3) ２人以上の者から委任を受けた者が行った入札 

(4) 入札書の表記金額を訂正した入札 

(5) 入札書の表記金額、氏名、印影又は重要な文字が誤脱し、又は不明な入     

  札 

(6) 入札条件に違反した入札 

(7) 連合又はその他不正な行為があった入札 

(8) 入札保証金が所定の金額に達しない者の行った入札 

(9) 委任状を持参しない代理人が行った入札 

 

８ 落札者の決定の方法 

(1) 有効な入札書を提出したもので、予定価格の制限の範囲内で最低の価格

をもって申し込みをした者を落札者とする。 

(2) 落札となるべき同価格の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに当 

該入札者にくじを引かせ、落札者を決定するものとする。この場合におい

て、当該入札者のうち開札に立ち会わない者又はくじを引かない者がある

ときは、これに代えて当該入札事務に関係のない職員にくじを引かせるも

のとする。 

 

９ 落札者がいない場合の措置 

開札をした場合において落札者がいない場合は、再度の入札を行う。この場

合において、再度の入札は直ちにその場で行う。 

再度の入札に付しても落札者がいない場合は、地方公営企業法施行令第 21 条

の 13 第１項第８号の規定に基づき、随意契約を行うものとする。 

 

10 契約保証金 

契約金額の100分の10以上の金額を納付すること。ただし、次のいずれかに

該当する場合は、契約保証金の納付を全部又は一部免除する。 

ア  保険会社との間に沖縄県立中部病院長を被保険者とする履行保証保険

契約を締結し、その証書を提出する場合  

イ  本県若しくは、本県以外の地方公共団体又は国（公社、公団を含む）

と種類及び規模をほぼ同じくする契約を数回以上にわたって締結し、か

つ、過去２年の間にこれらのうち２つ以上の契約をすべて誠実に履行し、

その実績を第２号様式（営業実績証明書）にて提出し、認められた場合 

 

11 本公告に関する質問及び回答 

質問がある場合は、ファクシミリ（任意様式）又は E-メールにて問い合わせ



ること。 

(1) 問い合わせ先 

沖縄県立中部病院 設備・調達課 友利 

〒904-2293 うるま市字宮里 281 番地 

電話番号：098-973-4111（内線 2335）  FAX：098-973-4112 

E-mail: tomoriyt@pref.okinawa.lg.jp 

(2) 受付期限 

この公告の日から令和７年３月６日（木）まで（土日祝日を除く） とし、

それぞれの日の午前９時から午後５時までとする。 

※必ず電話にて到達確認を行うこと。 

(3) 回答方法 

当院ホームページ上にて回答する。 

 

12 その他 

(1) 申請関係書類、入札及び契約の手続きにおいて使用する言語及び通貨は、 

日本語及び日本国通貨とする。 

(2) 入札に代理人が出席する場合は、委任状を当日提出するものとする。 

(3) 参加資格の適用範囲は、当該入札に限り適用するものとする。 

(4) 入札参加資格を認められた後であっても、当該公告「２ 入札参加資格要

件」に該当しない事実があった場合は、当該入札参加資格を取り消すもの

とする。 

(5) 当該公告等に定めのない事項については、地方自治法（昭和 23 年法律第

67 号）、地方自治法施行令、地方公営企業法（昭和 27 年法律第 292 号）、

地方公営 企業法施行令及び沖縄県財務規則、沖縄県病院事業局財務規程

関する規定の定めるところによる。 

(6) 沖縄県長期継続契約を締結することができる契約を定める条例に基づく

契約であり、翌年度以降において当該契約に係る歳入歳出予算について減

額又は削除があった場合当該契約は解除する。 

(7) 次年度の当初予算成立を前提とした年度開始前の事前準備手続きであり、

予算成立後に効力を生じる事業であること、県議会において当初予算案が否

決された場合は、契約を締結しない。 


